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①から⑧については，岡山市例規検索システム 

https://www.city.okayama.jp/shisei/0000015564.html 

⑨については，岡山市のホームページ（規程集（入札・契約制度全般）） 

https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000012366.html 

⑩については、e-gov法令検索 

 https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057/ 

からそれぞれ参照が可能です。 
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Ⅰ 障害者生活支援センターについて 

１ 指定管理者公募の趣旨 

障害者生活支援センターの管理運営を効果的かつ効率的に行うことを目的に，岡山市障

害者生活支援センター条例（平成１８年１２月２７日市条例第１１３号）第２条の規定に

基づき，指定管理者を募集します。 

 

２ 施設の概要 

(1) 名称  障害者生活支援センター 

 (2) 設置目的 障害者及び障害児の相談に応じ，創作的活動又は生産活動の機会

を提供するとともに地域交流活動等を行うことにより，障害者の

日常生活又は社会生活に必要な支援の充実及び社会との交流の促

進を図ることを目的とする。 

 (3) 所在地  岡山市北区建部町福渡８３４番地２ 

 (4) 構造  鉄筋コンクリート造 ２階建 ５２２．０㎡（センター） 

   コンクリートブロック造 ８９．４４㎡（倉庫） 

 (5) 面積  敷地面積 ９１０．３６㎡ 

 (6) 施設概要  相談室   11.1㎡  事務室     84.0㎡ 

   静養室   18.3㎡  会議室      30.6㎡ 

   談話室兼食堂   59.5㎡  洗面所      3.8㎡ 

   調理室   24.5㎡  トイレ     39.9㎡ 

   地域交流活動室兼訓練室 44.0㎡  その他    206.9㎡ 

   作業室   29.4㎡  合 計    552.0㎡ 

 (7) 開所日    平成１３年１０月１日 

 (8) 建築年    昭和４８年 

※平成２５年度に耐震診断を実施，建物本体は耐震性能について

は問題ありません。 

 (9) 利用状況                             （人） 

  R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 

利用者数 
実数 17 17 17 19 

延数 
（１日平均） 

2,556 

（10.6） 

2,250 

（9.3） 

2,069 

（8.5） 

1,886 

（7.8） 

相談支援

事業 

来所延数 
（１日平均） 

882 

（3.6） 

610 

（2.5） 

460 

（1.9） 

372 

（1.5） 

電話延数 
（１日平均） 

739 

（3.1） 

765 

（3.1） 

671 

（2.8） 

625 

（2.6） 

訪問延数 
（１日平均） 

285 

（1.2） 

352 

（1.5） 

352 

（1.5） 

332 

（1.4） 

(10) 収支状況    別紙１のとおり 
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Ⅱ 指定管理者が行う業務について 

１ 指定期間 

 令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで （５年間） 

  ただし，指定期間内であっても指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

   ＊詳細は「Ⅴ 指定の取消し等について」をご覧ください。 

 

２ 指定管理者が行う業務 

 (1) 施設の管理運営に関する業務 

   別添「障害者生活支援センター管理業務仕様書」に定める業務 

 (2) 自主事業 

  ① 指定管理者は，本施設の設置目的の達成及び市民サービスの向上に資するため，施

設の管理運営に関する業務を妨げない範囲において，本施設を活用し，自主事業を実

施することができます。 
  ② 自主事業の実施に要する経費は，指定管理者が負担し，事業により得た収入は，指

定管理者に帰属します。また，施設の管理運営に関する業務と自主事業とは経理を区

分してください。 

  ③ 自主事業の実施において，第三者に損害を与えた場合の損害賠償など当該事業の実

施に伴う一切の責任は，指定管理者において対処していただきます。 

  ④ 自主事業の実施にあたり，指定管理者は，岡山市から施設の使用許可を受ける必要

があります。また，自主事業の内容が，本施設の設置目的の範囲外にあたる場合，指

定管理者は，岡山市から行政財産の目的外使用許可を受け，目的外使用料を納付する

必要があります。（※目的外使用の例：自動販売機の設置） 

 

３ 利用料金及び指定管理料 
 (1) 障害者生活支援センターの指定管理に当たっては，利用料金制度を採用するため，利

用料金については，指定管理者が自らの収入として収受できます。 

 (2) 利用料金は，岡山市障害者生活支援センター条例に規定する金額の範囲内において，

指定管理者があらかじめ申請し，岡山市長の承認を得て，金額を定めることができま

す。 

 (3) 指定管理料は，障害者生活支援センターの管理運営業務に伴う必要経費と利用料金等

の収入とを勘案して，その金額と考え方について，具体的にご提案ください。 

   指定管理料の金額については，年度別金額及び指定期間中の合計額（５年間分）を提

示してください。このとき，期間中の指定管理料は各年額を合計した額としてくださ

い。 
   併せて，本業務の執行により生じた収益の処分の考え方についても，ご提案くださ

い。 

 (4) 指定管理料は，前項を含め，応募団体から提出された事業計画等に基づいて，協定書

で定める額とします。 

   また，指定管理料の提案において自主事業からの繰入金を勘案した場合は，当該自主

事業が実際に実施できるかどうかにかかわらず，提案された指定管理料に基づいて管理
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運営業務を実施していただきます。 
(5) 次期指定管理者となる日より前に，施設使用者が現行の指定管理者に納付した利用料

金の内，次期指定期間中の使用に係る料金収入については，次期指定管理者に帰属する

ものとします。なお，この場合において，次期指定管理者が定めた利用料金と前納され

た利用料金とに差額があるときも，これを追加で徴収することはできません。 

(6) 指定期間中に施設使用者から収受した施設利用料金のうち指定期間が満了する日の翌

日以降の施設使用に係る料金収入（前受分）については，新たな指定管理者又は岡山市

に帰属するものであり，速やかに引き継ぐものとします。 

 (7) 指定管理料の上限額は，１１７，０００，０００円（令和８年度から令和１２年度の

５年間分）です。 

  また，各年度の指定管理料の上限額は，次のとおりです。 

年度 年間の指定管理料の上限額 

令和 ８年度 ２２，２００，０００円  

令和 ９年度 ２２，８００，０００円  

令和１０年度 ２３，４００，０００円  

令和１１年度 ２４，０００，０００円  

令和１２年度 ２４，６００，０００円  

   なお，指定管理料の提案額の評価においては，指定管理期間（５年間）の合計額で評

価しますが，提案額は，５年間の合計の指定管理料の上限額以下，かつ各年度の上限額

以下である必要があります。 

 (8) 指定管理料の支払方法ほか，必要な事項については，協定書で定めるものとします。 

 
４ 指定管理者の指定，業務引継ぎ及び協定書の締結 

 (1) 指定管理者の指定は，岡山市議会での議決を経て行います。その後，管理運営に係る

協定書を締結します。 

 (2) 指定管理協定の発効までに，現在の指定管理者から業務引継ぎを行っていただきま

す。引継ぎに要する全ての経費は，次期指定管理者の負担となります。 

 (3) その他，詳細については，岡山市と指定管理者とが協議するものとします。 

 (4) 指定期間が満了する年度においては，２月から３月にかけて，引継ぎ事務が発生しま

す。この場合も，岡山市と詳細な事項について協議の上，引継ぎを行ってください。 

 

５ その他（留意事項等） 

 (1) 不可抗力その他岡山市及び指定管理者のいずれの責めにも帰することができない事由

により生じた公の施設の管理に伴う損害については，指定管理者とその負担責任の帰属

及び負担割合について協議させていただきます。（修繕等のリスク分担については，別

表１「リスク分担表」のとおりです。） 

 (2) 指定管理者は，その地位によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継さ

せてはなりません。 

 (3) 指定管理者は，管理業務を一括して，又は主たる部分を第三者に委託し，又は請け負

わせることはできません。 
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 (4) 指定管理者は，事前に書面による岡山市長の承認を得た場合は，管理業務の一部を第

三者に委託し，又は請け負わせることができます。 

 (5) 管理業務に際しては，守秘義務の遵守を徹底していただきます。 

   管理業務に関して保有する個人情報の管理にあたっては，個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号），行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に従い，適切な管理を行っていただき

ます。 

 (6) 管理業務に関する情報の公開については，岡山市情報公開条例（平成１２年市条例第

３３号）の趣旨を踏まえ，公開に努めていただきます。 

 (7) 施設の管理運営に関する業務の実施状況について，仕様書のとおり日常報告及び定期

報告を行っていただきます。 

 (8) 施設の管理運営に関する業務の実施状況に対するモニタリング・評価結果について

は，公表します。 

 (9) 施設の管理運営に関する業務の収支については，公表または公開します。 

 
Ⅲ 応募について 

１ 応募資格 

 (1) 法人その他の団体（以下「団体等」という。）であること。法人格の有無は問わず，

グループでの応募も可能です。個人又は個人と同一視されるような団体（組織，責任主

体，代表者，意思決定，財産管理等の定めがないもの）は申請できません。 

 (2) 指定期間中，対象施設を一体的に安全かつ円滑に管理運営できる経営の規模及び能力

を有する団体等であること。ただし，グループの場合は，各構成員の経営の規模及び能

力を総合して，対象施設を一体的に安全かつ円滑に管理運営できる経営の規模及び能力

を有していれば良いものとします。 

 (3) 岡山市内に本社，支社又は営業所等，事業活動の拠点があること。なお，グループの

場合は，構成員のいずれかが岡山市内に本社，支社又は営業所等，事業活動の拠点を有

していれば良いものとします。 

 (4) 同様の施設の管理運営実績があること。ただし，グループの場合は，各構成員の管理

運営実績を総合して，同様の施設の管理運営実績を有していれば良いものとします。 

 (5) 団体等又はその代表者が，次の事項に該当しないこと。 

   ① 法律行為を行う能力を有しない者が代表者である。 

   ② 破産者で復権を得ない者が代表者その他役員である。 

   ③ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準

用する場合を含む。）の規定により岡山市における一般競争入札等の参加を制限さ

れている者が代表者その他役員である。又は同項の規定により岡山市における一般

競争入札等の参加を制限されている。 

   ④ 団体等が，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規

定により岡山市から指定の取消しを受けた日から２年を経過していない。 

   ⑤ 岡山市における指定管理者の指定の手続において，その公正な手続を妨げた者又

は公正な価格の成立を害し，若しくは不正の利益を得るために連合した者が代表者
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その他の役員である。 

   ⑥ 国税又は地方税を滞納している者が代表者その他役員である。又は団体等が国税

又は地方税を滞納している。 

   ⑦ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条に規定するものをいう。）が代表者，役員又は従業員である。 

   ⑧ 岡山市の長，他の執行機関の委員又は市議会議員が代表者その他役員である。（外

郭団体及び町内会その他これに準ずる団体を除く。） 

   ⑨ 団体等が，岡山市から，岡山市指名停止基準別表第７項第１号ア，同項第２号

ア，第８項第１号，第９項又は第１１項のいずれかに該当することを理由に，指

名停止されている。 

 (6) 応募者説明・現地見学会に必ず出席してください。出席がない場合は応募することが

できません。ただし，グループで申請する場合は，代表となる団体等が出席すれば良い

こととします。 

※ 複数の団体等がグループを構成して申請する場合は，次の事項に留意してください。 

  ① グループで適切な名称を設定し，代表となる団体等を選定の上，申請の際にグルー

プを構成したことを証する書面（任意のもので構いませんが，共同事業体結成届（様

式第２－２号）及び共同事業体協定書（様式第２－３号）を参考として作成していま

す。）を提出してください。この場合，代表となる団体等は，当該グループにおける

責任割合が最大でなければなりません。なお，責任割合が最大であることの確認は，

様式第２－３号共同事業体協定書の例であれば，損益の分担割合をもって行います。 

  ② 当該グループの全構成員が，応募資格(1)及び(5)を満たしていなければなりませ

ん。 

  ③ 当該グループの構成員は，別のグループの構成員となり，又は単独で，この募集要

項により指定管理の指定の申請をすることはできません。 

  ④ 応募に関する事務は，代表となる団体等を通じて行います。 

  ⑤ 申請後の代表団体等，グループを構成する団体等の変更は，原則として認めませ

ん。 

 
２ 応募方法 

 (1) 提出書類 

   次の書類について，各１９部（正本１部，副本１８部）をご提出ください。 

   ① 応募資格申立書（様式第１号） 

   ② 指定管理者指定申請書（様式第２－１号） 

    ＊グループで申請する場合に添付するもの 

     ・共同事業体結成届出書（様式第２－２号） 

     ・共同事業体協定書（様式第２－３号） 

   ③ 事業計画の概要（Ａ４版片面２枚以内） 

     事業計画の中で，特にアピールしたい内容等を記載してください。 

   ④ 事業計画書（様式第３号） 

     Ａ４版縦形式で３０ページ以内とし，本文で使用する文字のフォントサイズは，
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図面や表を除き１１ポイント以上とする。 

   ⑤ 自主事業計画書(様式第４号) 

   ⑥ 自主事業収支計画書〔年度別，通年〕 (様式第５－１号，第５－２号) 

   ⑦ 収支計画書〔年度別，通年〕 （様式第６－１号，第６－２号） 

   ⑧ 職員配置計画書(様式第７号) 

     ※ 事業計画書の勤務ローテーションと配置人数を一致させてください。 

     ※ 確保済みの有資格者については，資格取得を証明する資料を添付してくださ

い。 

   ⑨ 定款，寄附行為，規約又はこれらに準ずる書類 

   ⑩ 貸借対照表（直近３年分） 

   ⑪ 損益計算書（直近３年分） 

   ⑫ 利益処分書又は株主資本等変動計算書（直近３年分） 

   ⑬ 国税・県税・市税の納税証明書 (発行日から１月以内のもの) 

    ※ 納税証明書については，滞納が無いことを証明できるよう，次のとおりとしま

す。 

     国税：「納税証明書」（法人税，消費税及び地方消費税に未納税額のない証明書） 

     県税：「納税証明書」によって，県徴収金の滞納がないことが証明できること。

（証明書の使用目的は，「指名競争入札参加資格審査申請」で可能。 

     市税：「滞納無証明書」（岡山市契約課／水道局入札参加資格審査用）によって，

未納税額がないことを証明できること。 

    ※ 県税及び市税については，岡山県及び岡山市の納税証明書とします。ただし，

申請者の所在地が岡山県以外又は岡山市以外であるときは，当該所在地の県税及

び市税の納税証明書も添付してください。 

   ⑭ 法人登記簿等の登記事項証明書又は登記簿謄本（発行日から３月以内のもの） 

    ※「履歴事項全部証明書」（登記簿に記録されている閉鎖のない事項の全部の証

明） 

   ⑮ 役員の氏名，住所及び略歴（最終学歴及び職歴）を記載した書類 

   ⑯ 印鑑登録証明書（発行日から３月以内のもの） 

   ⑰ その他，必要と認める書類 

    ※ 上記のほか，別途，書類等の提出を求めることがあります。 

    ※ グループで申請する場合，①及び⑨から⑯までの書類はグループを構成するす

べての団体等のものを提出してください。 

    ※ 上記提出書類は，軽量化のため，紙製等のフラットファイル等に①から順に綴

じ，表紙及び背表紙には，応募対象施設申請書名及び団体等名を明記してくださ

い。また，少なくとも③事業計画の概要から⑧職員配置計画書までには通し番号

を付したり，提出書類の種別ごとにインデックスを付したりするなど，見やすさ

に配慮してください。 

 (2) 申請用紙の配布期間及び場所 

   ① 申請用紙配布 

   （期間） 令和７年８月２２日（金）～令和７年９月９日（火） 
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        午前８時３０分～午後５時１５分 

         ※ 土曜日・日曜日・祝日は除きます。 

   （場所） 岡山市北区鹿田町一丁目１番１号 

        岡山市保健福祉会館７階 

        保健福祉局 健康衛生部 保健管理課 

   ② 岡山市ホームページからのダウンロード 

   （期間） 令和７年８月２２日（金）～令和７年９月９日（火） 

   （アドレス） https://www.city.okayama.jp/0000074609.html 

 (3) 応募者説明・現地見学会  

   （日時） 令和７年９月１１日（木）午前１０時３０分 

   （場所） 岡山市北区建部町福渡８３４番地２ 

   （申込み） 応募者説明・現地見学会参加申込書（様式第８号）に所定事項を記入の

うえ，令和７年９月９日（火）までに持参，ＦＡＸ又は電子メールにより

申し込んでください。なお，ＦＡＸ又は電子メールにより申し込みを行う

場合は，送付した旨を電話にて連絡し，受信確認を行ってください。 

    ※ 応募団体は，応募者説明・現地見学会に必ず出席してください。出席がない場

合は応募することができません。ただし，グループで申請する場合は，代表とな

る団体等が出席すれば良いこととします。 

    ※ 参加できる人数は，原則として１団体につき３人以内とします。ただし，グル

ープで申請する場合は，構成員ごとの参加人数が３人以内であれば，１団体とし

て３人を超えても差し支えありません。 

 (4) 質問受付 

   （期間） 令和７年８月２２日（金）～令和７年９月１８日（木） 

        午前８時３０分～午後５時１５分 

         ※ 土曜日・日曜日・祝日は除きます。 

   （方法） 質問は書面でのみ受付けます。「質問書（様式第９号）」に記入の上，持

参，ＦＡＸ又は電子メールにて提出してください。なお，ＦＡＸ，電子メー

ルにより質問する場合は，送付した旨を電話にて連絡し，受信確認を行って

ください。 

        書類又は本要項の名称・項目及びページを記入のこと。 

         ※ 指定管理者の選定評価に支障をきたす質問や，今回の公募及び指定

管理業務に必要ないと判断される質問は受け付けません。 

   （提出先）「Ⅵ お問い合わせ先」まで提出してください。 

   （回答） 質問への回答は随時，岡山市のホームページで行います。なお回答内容

は，本要項及び業務仕様書と一体として効力を有するものとします。 

   （アドレス） https://www.city.okayama.jp/0000074609.html 

 (5) 応募受付期間 

   令和７年９月１９日（金）～令和７年９月２６日（金） 

   午前８時３０分～午後５時１５分 
    ※ 土曜日・日曜日・祝日は除きます。 
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 (6) 書類提出先及び提出方法 

   応募団体は，申請書ほか必要書類を下記提出先にご持参ください。その他の手段（郵

送・ＦＡＸ・電子メール等）による応募は受け付けません。 

   （提出先）岡山市北区鹿田町一丁目１番１号 

        岡山市保健福祉会館７階 

        保健福祉局 健康衛生部 保健管理課 

 

３ 応募に当たっての留意事項 

 (1) 関係法令，関係条例及び規則等を承知の上で，ご応募ください。 

 (2) 提出された書類の内容を変更することはできません。ただし，岡山市が必要と認める

場合は，追加書類を提出していただくことがあります。また，聞き取り調査等を実施す

ることがあります。 

 (3) 提出書類は返却しません。 

 (4) 提出書類に虚偽の記載があった場合は，失格とします。 

 (5) 指定管理者の候補者選定に関する審査を行う岡山市公の施設の指定管理候補者選定委

員会（以下「選定委員会」という。）の委員に対して，応募団体等が本件応募，選定に

関して直接，間接を問わず自己の有利となる目的を持って意図的に接触することを禁止

します。また，当該接触の事実が判明した場合は，その応募団体等は失格となります。 

 (6) 応募に関して必要な費用は，全て応募団体等の負担となります。 

 (7) 応募団体等から提出された書類等の著作権は，作成者に帰属します。 

 (8) 前号にかかわらず，岡山市は，本要項に基づいて提出される書類の内容を無償で使用

できるものとします。 

 (9) 応募団体等から提出された前項の書類の全部又は一部，応募団体等の指定管理者選定

基準の各項目の採点結果等が公表又は公開されることがあります。また，指定管理候補

者選定に係る審議過程，審議結果及びその記録について，公表又は公開されることがあ

ります。 

 (10) 申請書類を提出後に応募を辞退する場合は，「応募辞退届（様式第１０号）」を，申

請書提出課に持参により提出してください。ただし，選定委員会における審査後の辞退

は認められません。 

 (11) 本募集にあたり，岡山市から応募団体等に提供する書類については，応募に係る検

討以外の目的で使用することを禁じます。 

 

Ⅳ 審査について 

 １ 提出された事業計画書等は，選定委員会において内容を審査し，指定管理者の候補者

を選定します。 

 ２ 選定委員会での審査に当たり，事業計画等について，応募団体等からヒアリングを行

いますので，各応募団体等に付き３人以内で，必ずご出席ください。 

   なお，ヒアリングを実施する日時及び場所については，応募受付期間終了後，選定委

員会から応募団体等に通知します。（ヒアリング会場では，プロジェクター等の使用は

できません。） 
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 ３ 審査に当たっては，別表２「障害者生活支援センター指定管理者選定基準」により総

合的に評価します。 

 ４ 指定管理料の提案額が，岡山市が予定する指定管理料の上限額を上回った場合は，評

価の対象となりません。 
 ５ 指定管理者選定基準のいずれかの審査項目の内容で，評価点が得られなかった場合

は，失格となることがあります。 

 ６ 審査結果については，応募団体等に対して，指定管理者の候補者の選定結果通知書の

送付により通知します。 
 ７ 指定管理者の指定議案の議決後，岡山市のホームページで指定管理者の名称等を公表

します。グループを構成している場合は，構成員の名称も公表します。また，採点結果

については，申請者全員の平均総合点数を公表します。 
 

Ⅴ 指定の取消し等について 

  以下の事由に該当した場合，指定管理者の指定が取り消され，又は期間を定めて管理業

務の全部又は一部の停止を命ぜられることがあります。 
 １ 正当な理由なく，地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づく岡山市長の指示

に従わないとき。 
 ２ 岡山市障害者生活支援センター設置条例及び同条例施行規則の規定又は協定書に記載

の事項に違反したとき。 
 ３ 報告の要求等に対して正当な理由無くこれに応じないとき，又は虚偽の報告をしたと

き。 
 ４ 応募資格を満たさなくなったとき。 
 ５ 指定管理者に滞納処分，強制執行，担保権の実行としての競売，破産等の手続が開始

されたとき。 
 ６ 指定管理者の代表者，役員又は従業員の行為が，法令，条例，協定等に違反し，又は

違反するおそれがあると認められるとき，その他管理業務を継続させることが社会通念

上著しく不適当であるとき。 
 ７ 管理業務の処理が著しく不適当であると認められるとき。 
 ８ 管理業務を履行しないとき，又は履行の見込みがないと認められるとき。 
 ９ その他指定管理者として不適当と認められるとき。 
 

Ⅵ お問い合わせ先 

  〒７００－８５４６  岡山市北区鹿田町一丁目１番１号 

  岡山市 保健福祉局 健康衛生部 保健管理課 

  ＴＥＬ ： ０８６－８０３－１２５１ 

  ＦＡＸ ： ０８６－８０３－１７５６ 

  E－mail ： hokenkanrika＠city.okayama.lg.jp 

  お問い合わせ時間等 ： 平日（土曜日・日曜日及び祝日は除きます。） 

              午前８時３０分から午後５時１５分まで 
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別紙１

　収支状況（岡山市障害者生活支援センター）

収入 単位：千円

科目 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

指定管理料 18,000 18,000 18,000 18,000

利用者負担金 0 1 2 6

雑収益 0 80 45 0

合計 18,000 18,081 18,047 18,006

支出 単位：千円

科目 R3 R4 R5 R6

人件費 15,058 15,365 13,544 14,329

教養娯楽費 45 41 60 54

賃借料 1,187 1,241 1,241 1,241

消耗品費 134 103 279 167

通信運搬費 303 242 235 261

水道光熱費 845 1,033 1,015 1,124

旅費交通費 51 68 76 97

車両費 45 58 47 51

支払保険料 76 76 76 76

修繕費 57 217 22 0

委託費 36 33 55 55

雑費 118 143 128 128

その他の事務費 1 1 0 1

合計 17,956 18,621 16,778 17,584
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別表１  

リスク分担表 

種 類 原 因 ・ 内 容 
負 担 者 

岡山市 指定管理者 

社会情勢等の変動

による経済的損失 

法令の変更，金利・物価の上昇などによる

もの 
 ○ 

需要見込みの変化や競合施設によるもの  ○ 

税制の変更に係るもの  ○ 

第三者に生じた損

害の賠償責任 

指定管理者の自主事業によるもの  ○ 

管理業務の範囲内で指定管理者の故意又

は過失によるもの 
 ○ 

管理業務の範囲内で岡山市の故意又は過

失によるもの 
○  

管理業務の範囲内で管理物件の瑕疵によ

り生じたもの 
 ○ 

管理業務の範囲外で管理物件の瑕疵によ

り生じたもの 
○  

上記以外の原因によるもの 協  議 

管理物件の損傷に

対する修繕責任 

指定管理者の管理業務により生じたもの  ○ 

老朽化により生じた軽微なもの※１  ○ 

老朽化により生じた重大なもの※１ ○  

不可抗力により生じた軽微なもの※１  ○ 

不可抗力により生じた重大なもの※１ ○  

指定管理者の自主事業によるもの  ○ 

上記以外の原因によるもの 協 議 ※２ 

災害等による損害 

指定管理者の従業員及び所有物件に生じ

たもの 
 ○ 

岡山市が，災害対策のために管理物件を

使用したことによるもの 
協  議 

業務内容変更にか

かる費用 

行政上の理由による業務内容の変更に伴

う経費の増加 
○  

指定管理者の提案に基づく指定期間中途

の業務内容の変更に伴う経費の増加 
 ○ 

指定期間終了にか

かる費用 

指定期間終了時の現状復帰に係る経費 
 ○ 

その他 協  議※２ 

※１ 軽微な修繕（１件につき30万円未満（消費税及び地方消費税を含む。））については指定管理

者の負担とし，重大な修繕（1件につき30万円以上（消費税及び地方消費税を含む。））について

は岡山市の負担とする。 

※２ 協議に際しては，書面で行うこととする。 

※３「その他」：上記以外に関するもの 
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別表２ 

障害者生活支援センター指定管理者選定基準 

 

分類 審査事項 着眼点 

事
業
計
画
等 

(1) 施設の設置目的･管理運営方針の理解［合目的性］ 【３０点】 

 ① 管理運営に対する理念･

基本方針 

・施設の設置目的，性格及び管理運営業務の範囲を十分に理解し，管理

運営に対して明確かつ適切な理念や基本方針を持っているか。 

・指定管理者となることへの意欲が感じられるか。 

② 平等利用に関する方針 ・市民の平等な利用について考慮されているか。 

(2) 運営体制や組織［責任性，実行性］ 【１４０点】 

 ① 施設の管理運営に 

関する計画 

・施設の管理運営業務を適切に実施する計画となっているか。 

・施設・設備等のメンテナンスを適切に実施し，快適な施設環境を確保

する計画となっているか。 

・経営実績のある施設の数及び規模が，指定する施設と同程度，又はそ

れ以上か。 

・安定的な管理運営を継続できるか。 

② 職員配置・人材育成等に

関する計画 

・施設の管理運営に必要な人員，資格者等が十分確保されているか。 

・業務分担に偏りがなく，また，勤務体制，勤務ローテーション等に無

理はないか。 

・被用者の賃金は地域別最低賃金を上回っており，また，社会保険への

加入など，被用者の労働条件に関する配慮はされているか。 

・施設の職員の資質や能力の向上を図るための研修計画や資格取得方

針があるか。 

(3) 社会的要請への対応［社会性］ 【３０点】 

 ① 地域振興・活性化等への

配慮 

・地元雇用に対する配慮はされているか。 

・地域振興・活性化等に寄与する計画があるか。また，内容は適切か。 

② 障害者・高齢者の雇用 

促進への配慮 

・団体等として高齢者の雇用促進に対する配慮はされているか。 

・団体等として障害者の雇用促進に対する配慮はされているか。 

③ 男女共同参画への配慮 ・団体等として男女が共同して働きやすい職場づくりをしているか。 

④ 環境保護への配慮 ・岡山市グリーンカンパニー，ＩＳＯなどを取得しているなど，環境保

護への配慮はされているか。 

(4) 安全・安心の確保［安全性］ 【３０点】 

 

① 安全対策・危機管理 ・事故の発生を予防するための対策，体制が用意されているか。 

・緊急時の対応マニュアル及び連絡体制の整備や，職員への研修

計画など，緊急時に適切に対処する体制が用意されているか。 

② 個人情報保護に関する 

取組み 

・個人情報保護に関する規程等の整備や，職員への研修計画など，

適正な個人情報の保護に向けた体制が用意されているか。 

③ 情報公開等に関する取組み ・情報公開に関するマニュアル等を整備するなど，情報公開や監

査請求に適切に対処できる体制が用意されているか。 
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事
業
計
画
等 

(5) 施設の利用促進とサービス向上への取組み［独創性］ 【１２０点】 

 

① 利用促進への取組み ・施設の利用者増加に結びつく具体的な計画があるか。また，実現

は可能か。（※自主事業を除く。） 

② サービス向上への取組み ・市民サービスの向上に結びつく具体的な計画があるか。また，十

分なサービス向上が見込まれるか。（※自主事業を除く。） 

・苦情，要望等を正確に把握し，適切に対処する体制が用意されて

いるか。また，市民サービスの向上に結びつくものとなってい

るか。 

③ 自主事業計画 ・施設の利便性向上に寄与する自主事業計画となっているか。 

・施設の利用者増加に結びつく自主事業計画となっているか。 

・計画期間や実施回数等は適切か。また，管理運営に支障のない計

画となっているか。 

・収益が見込めるか。また，収益の利用目的は適切か。 

収
支
計
画 

(1) 適切な収支の算定［経済性］ 【１５０点】 

 

① 収支計画 ・収支計画の積算（利用料金の設定含む）は妥当か。また，管理運

営に支障のない積算となっているか。 

② 指定管理料 ・指定管理料の提案額はいくらか。 

【合計 ５００点】 

 ＊ いずれかの審査項目の内容で，評価点が得られなかった場合は，失格となることがあります。 
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様式第１号 
 
                              令和  年  月  日 
 
岡山市長 様 
 
                住所 
                法人（団体）名称 
                代表者氏名             ○印  
 
 

応募資格申立書 

 
 障害者生活支援センターの指定管理者への応募に関し，当社（当団体）は応募資格に定め

た下記の事項（以下「応募条件」という。）について，該当しないことを申し立てます。 

 万一，この申立書に虚偽が判明した場合は，失格（指定管理者の候補者となる資格を失う

ことをいう。）となっても，また，指定管理者の指定を受けた場合には，指定の取消し等の処

分を受けても何ら異議はありません。 

 なお，応募条件に反する事実が生じた場合には，ただちに報告すると共に，応募を辞退し

ます。 

 

記 
 
 障害者生活支援センター指定管理者募集要項中，Ⅲ 応募について １ 応募資格 (5)①から

⑨までに記載された全ての事項 
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様式第２－１号 

障害者生活支援センター指定管理者指定申請書 

 

令和  年  月  日 

 岡山市長 様 

 

 障害者生活支援センターの指定管理者の指定を受けたいので，岡山市障害者生活

支援センター条例（平成１８年市条例第１１３号）第３条第１項及び岡山市障害者

生活支援センター条例施行規則（平成１８年市規則第３２３号）第２条第１項の規

定により申請します。 

申請者 

法人(団体)名称  

代表者名                        印 

所在地  

連絡先 
担当者名  

電話番号  

会社概要・ 

経営方針 

 

同種施設の 

経営実績 

施設名 所在地 管理開始年月日 

① ① ① 

② ② ② 

③ ③ ③ 

指定管理者に 

申請した理由 

 

 ＊ グループで申請する場合は，共同事業体結成届出書及び共同事業体協定書を添付のこと。 

 ＊ 収支計画書，事業計画書，定款，寄附行為，規約又はこれらに準ずる書類，貸借対照表（直近３

年分），損益計算書（直近３年分），利益処分書（直近３年分），国税・県税・市税の納税証明書

（発行日より１月以内のもの），法人登記簿等の登記事項証明書又は登記簿謄本「履歴事項全部証

明書」，役員の氏名，住所及び略歴（最終学歴及び職歴）を記載した書類，印鑑登録証明書，その

他必要と認める書類等（募集要項に記載のもの）を添付のこと。 
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様式第２－２号 

障害者生活支援センター共同事業体結成届出書 

 

令和  年  月  日 

岡山市長  様 

               共同事業体名 

               代表者 所 在 地 

                   代表団体名 

                   代表者氏名 

件名   障害者生活支援センター指定管理者指定申請 

 上記件名の公募に参加するため，共同事業体を結成し，下記のとおり代表者及び代表者の

権限を構成員全員一致で定めましたので，届け出ます。 

 なお，当該件名の指定管理者に指定された場合は，各構成員は岡山市の障害者生活支援セ

ンターの指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務

の履行に関し，連帯して保証します。 

共
同
事
業
体 

名   称  

所 在 地  

代 表 者 
 

共同事業体の構成

員 

（共同事業体の代

表者含む） 

所 在 地 

代表団体名 

代表者氏名 

所 在 地 

団 体 名 

代表者氏名 

所 在 地 

団 体 名 

代表者氏名 

共同事業体の成立， 

解散の時期及び 

存続期間 

   年  月  日から当該指定管理者の指定期間終了後３か月を経過

する日まで。ただし，当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかったと

きは，当該指定を受けることができなかった日に解散するものとします。また，

当共同事業体の構成団体の加入，脱退又は除名については，事前に岡山市の承

認がなければこれを行うことができないものとします。 

代表者の権限 

１ 指定管理者の指定の申請に関する件 

２ 岡山市との協定締結に関する件 

３ 経費の請求受領に関する件 

４ その他契約に関する件 

その他 

１ 本届出書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。 

２ 代表者の権限に属する事項以外の事項については，構成員全員で構成する

運営委員会において，多数決により決するものとします。 

 

代表者印 

代表者印 

代表者印 

代表者印 

代表者印 
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様式第２－３号 

障害者生活支援センター共同事業体協定書 

 

 (目的) 

第１条 岡山市○○共同事業体は，障害者生活支援センター（以下「本施設」という。）を管

理する指定管理者として，岡山市と締結する本施設の管理運営に関する基本協定及び年度

協定（以下「管理協定」という。）を遵守し，構成員が共同連帯して本施設の管理に係る業

務を遂行することを目的として，この協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 (名称) 

第２条 本協定に基づき設立する共同事業体は，××共同事業体（以下「本事業体」という。）

と称する。 

 (事務所の所在地) 

第３条 本事業体は，事務所を岡山市■■区□□丁目▲番△号に置く。 

 (成立の時期及び解散の時期) 

第４条 本事業体は，  年  月  日に成立し，管理協定の履行を完了するまで（指定

管理期間終了後３ヶ月を経過するまでの間）は解散することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず，本事業体は，本施設の指定管理者として指定されなかったと

きは，本施設の指定管理者に係る指定の結果についての通知を受けた日に解散するものと

する。 

 (構成員の住所及び名称) 

第５条 本事業体の構成員は，次のとおりとする。 

(1) 住 所    

    名 称  

    代表者  

(2) 住 所    

    名 称  

    代表者 

(3) 住 所    

    名 称 

    代表者 

 (代表団体及び代表者) 

第６条 本事業体は，     を代表団体とする。 

２ 本事業体は，       （代表団体の代表者）を代表者とする。 

 (代表団体の職務) 

第７条 本事業体の代表団体は，管理協定に基づく本施設の管理に係る業務（以下「指定管

理業務」という。）の遂行に関し，次に掲げる職務を遂行する。 

(1) 第９条の運営委員会の決定に従い，岡山市との協定に基づく協議，報告，通知その他
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の行為を行うこと。 

(2) 本事業体の名義をもって岡山市が支払う指定管理料を請求し，及び受領すること。 

(3) 本事業体に属する財産を管理すること。 

(4) 本事業体の名義をもって利用料金を収受すること。 

 (構成員の責任) 

第８条 各構成員は，管理協定の履行及び指定管理業務の実施に伴い第三者と締結する契約

等に基づき本事業体が負担する債務の履行に関し，連帯して責任を負う。 

 (運営委員会) 

第９条 本事業体は，全構成員をもって，代表者を委員長とする運営委員会を設置する。 

２ 運営委員会は，指定管理業務の遂行に関する次に掲げる事項について協議し，決定する

ものとする。 

(1) 本事業体の組織及び運営に関する事項 

(2) 指定管理業務の実施体制に関する事項 

(3) 各構成員の業務の分担及び経費の配分に関する事項 

(4) 損益の分担に係る比率の決定に関する事項 

(5) 指定管理業務に関する業務計画及び事業報告に関する事項 

(6) 本事業体に属する財産及び資金の管理に関する事項 

(7) その他指定管理業務の遂行に必要な事項 

 (取引金融機関) 

第１０条 本事業体の取引金融機関は，（金融機関名）（支店名）とし，本事業体の名称を冠

した代表者名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。 

 (業務の分担等) 

第１１条 各構成員の業務分担及び管理費用の分担額は，別記の職務分担表のとおりとする

とともに，本事業体に連帯して責任を負うものとする。また，管理協定の変更により指定

管理業務の一部に変更があったときは，当該変更の内容に応じ業務の分担及び管理費用の

分担額を変更するものとする。 

 (構成員の必要経費の分配) 

第１２条 構成員は，その分担業務を遂行するため，運営委員会の定めるところにより必要

な経費の分配を受けるものとする。この場合において，共通業務に係る経費については，

各構成員の負担金分担額の割合に応じて分配するものとする。 

 (決算) 

第１３条 本事業体は，毎年度終了後，当該年度の指定管理業務について決算（残余財産の

処分を含む。以下同じ。）をするものとする。 

２ 指定管理者の指定の手続に要した経費は，構成員全員の同意により当該年度の決算に繰

り入れるものとする。 

 (損益の分担) 

第１４条 前条第１項の規定による決算の結果，構成員に分配すべき余剰金又は構成員が分
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担して負担すべき不足金が生じた場合には，運営委員会が定める比率によって各構成員が

その配分を受け，又は負担するものとする。 

   （構成員名）         ％ 

   （構成員名）         ％ 

   （構成員名）         ％ 

 (権利義務の譲渡の制限) 

第１５条 本協定に基づく各構成員の権利義務は，他人に譲渡することはできない。 

２ 構成員は，指定管理業務のうち自己に割り当てられた業務の全部（以下「割当業務」と

いう。）を第三者に委託することができない。 

３ 構成員は，他の構成員全員の同意を得た後，岡山市が承認した場合に限り，割当業務の

一部を第三者に委託できるものとする。 

 (業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置) 

第１６条 構成員は，岡山市及び他の構成員全員の承認がなければ，指定管理業務を完了す

るまでは脱退することができない。 

２ 構成員のうち指定管理業務を完了する前に前項の規定により脱退した者がある場合にお

いては，脱退した構成員以外の構成員が共同連帯して指定管理業務を完了する。この場合

に負担割合は別途定める。 

３ 第１項の規定により構成員が脱退した場合における脱退した構成員以外の構成員の業務

の分担，負担金の分担額及び損益分担の割合は，以下のとおり定めるものとする。 

脱退後の残存構成員の出資又は負担の割合は，脱退構成員が脱退前に有していた出資又 

は負担の割合を，残存構成員の出資又は負担の割合により分割し，これを脱退前に残存構

成員が有していた出資又は負担の割合に加えた割合とする。 

  脱退した構成員の出資又は負担の返還は，決算の際に行うものとする。ただし，決算の

結果，欠損金を生じた場合には，脱退した構成員の出資又は負担の額から脱退した構成員

が脱退しなかった場合に負担すべき欠損金の額を控除した額を返還するものとする。 

４ 決算の結果利益を生じた場合において，脱退した構成員には利益の配当は行わない。 

５ 構成員が，本事業体の成立の日から解散の日までに破産又は解散した場合には，当該団

体が脱退したものとみなして，第２項から第３項までの規定を準用する。 

 (解散後に判明した不適正な管理に係る担保責任) 

第１７条 本事業体が解散した後においても，不適正な管理が判明した場合は，各構成員は

連帯してその責に任ずるものとする。ただし，本事業体の構成員のうちいずれかが業務途

中において破産し，又は解散した場合においては，脱退した構成員以外の構成員が共同連

帯して脱退した構成員の分担業務を完成するものとする。 

 (協定書に定めのない事項) 

第１８条 この協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。 

 

代表団体  外  者は，上記のとおり障害者生活支援センター共同事業体協定書を締結

したので，その証として正本 通及び副本１通を作成し，各構成員が記名押印の上，正本に
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ついては各構成員が１通を保有し，副本については岡山市に提出する。 

 

  令和  年  月  日 

                  代表団体 （所在地） 

                       （名 称）                      印 

                       （代表者） 

                   構成員 （所在地） 

                       （名 称）                      印 

                       （代表者） 

                   構成員 （所在地） 

                        （名 称）                      印 

                       （代表者） 

 

※ 第１１条に規定する職務分担表を添付のこと。 
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様式第３号 

障害者生活支援センター指定管理者 事業計画書 

申請者 

法人(団体) 

名   称 
 

代 表 者 名  

所 在 地  

電 話 番 号  設立年月日  

役 員 数  社 員 数  

役 員 名  

沿   革  

組   織  

事業内容等  

担当者 

連絡先 

担当者氏名  部署・職名  

電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

Ｅ メ ー ル  
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１ 事業計画等 

（１）施設の設置目的・管理運営方針の理解［合目的性］ 

① 管理運営に対する理念・基本方針 

■申請者（※グループの場合は，全構成員分）の経営理念や方針等をふまえ，施設の管理運営に対する理

念や基本方針を記入してください。 
■今回の指定管理者への申請理由や，指定管理者となることへの意欲を記入してください。 

 

 

② 平等利用に関する方針 

■施設の平等な利用の確保について，申請者の取組みの方針等を記入してください。［平等利用に関する規

則等の整備，弱い立場の人たちへの配慮など］ 

 

 

 

（２）運営体制や組織［責任性，実行性］ 

① 施設の管理運営に関する計画 

■施設の管理運営業務をどのように実施するか，具体的な計画を記入してください。 
■施設及び設備等のメンテナンス体制など，快適な施設環境を確保するための計画について記入してくだ

さい。 
■同種（同類）施設の管理運営等実績（※グループの場合は，全構成員分）について記入してください。

［施設名称，所在地，構造，管理年数，管理形態，業務内容，運営状況など］ 

■同種施設における経営改善，経費縮減等の取組みに関して，課題，実績等があれば記入してください。 

■申請者の組織体制及び人員保有状況（※グループの場合は，いずれも全構成員分）について記入してく

ださい。 

 

 

② 職員配置・人材育成等に関する計画 

■職員配置計画書（様式第７号）を作成のうえ，施設の管理運営に係る人員，資格者等の確保及び勤務体

制や勤務ローテーションについて記入してください。 
■併せて，被用者の労働条件に関する配慮について，申請者の考え方及び取組みの状況等を記入してくだ

さい。［岡山県の最低賃金の考慮，社会保険への加入など］ 
■業務に従事する職員にどのような能力が必要と考えているか，また，職員の研修内容や回数など，人材

育成をどのように計画しているか記入してください。［接客術，技能，モチベーションの向上など］ 

■今までに実施して効果のあった取組みについて記入してください。 

 

 

 

（３）社会的要請への対応［社会性］ 

① 地域振興・活性化等への配慮 

■地元雇用についての考え方及び取組みの状況等を記入してください。 
■地域振興，活性化等への寄与や地域との連携について，申請者の計画を記入してください。 
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② 障害者・高齢者の雇用促進への配慮 

■障害者の雇用促進について，申請者の考え方及び取組みの状況等を記入してください。［雇用実績のある

場合は，雇用を開始した時期，人数，職務，障害者の法定雇用率が達成されているかなど］ 
■施設の管理運営における障害者の雇用予定について記入してください。 
■高齢者の雇用促進について，申請者の考え方及び取組みの状況等を記入してください。［雇用実績のある

場合は，雇用を開始した時期，人数，職務など］ 
■施設の管理運営における高齢者の雇用予定について記入してください。 

 

 

③ 男女共同参画への配慮 

■男女が共同して働きやすい職場づくりについて，申請者の考え方及び取組みの状況等を記入してくださ

い。 

 

 

④ 環境保護への配慮 

■環境保護への配慮について，申請者の考え方及び取組みの状況等を記入してください。［岡山市グリーン

カンパニーの認定，ＩＳＯ等の取得など］ 

 

 

 

（４）安全・安心の確保［安全性］ 

① 安全対策・危機管理 

■想定されるリスク（災害，事故，トラブル）について，その対策等を記入してください。 
■緊急時の安全確保について，申請者の考え方を記入してください。［対応マニュアルの作成，応援体制及

び関係機関への対応，連絡網の整備，連絡内容，連絡方法，頻度及び休日夜間の対応など］ 
■避難訓練等の実施計画についても記入してください。 

 

 

② 個人情報保護に関する取組み 

■個人情報保護について，申請者の考え方及び方針を記入してください。［個人情報保護に関する規程等の

整備，セキュリティ対策，職員への研修計画など］ 

 

 

③ 情報公開等に関する取組み 

■情報公開について，申請者の考え方及び方針を記入してください。［個人情報に関する考え方，情報の

管理方法，社内規定，情報公開マニュアルの作成，情報公開の基準及び内容など］ 

■今までに情報公開を実施したことがあれば，対応状況について記入してください。 
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（５）施設の利用促進とサービス向上への取組み［独創性］ 

① 利用促進への取組み 

■施設の利用促進を図るための計画（※自主事業を除く。）について記入してください。 
■今までに実施して効果のあった取組みがあれば，記入してください。 
■休館日及び利用時間の変更を伴う事業の提案がある場合は，詳細な内容を記入してください。 

 

 

② サービス向上への取組み 

■市民サービスの向上を図るための計画（※自主事業を除く。）について記入してください。 

■今までに実施して効果のあった取組みがあれば，記入してください。 
■苦情，要望等の受付体制や，利用者アンケート実施回数及び方法等について記入してください。 

 

 

③ 自主事業計画 

■自主事業計画書（様式第４号）に，計画の概要を記入するとともに，詳細な自主事業企画書（※様式は

任意）を添付してください。［目的，内容，実施時期，回数，利用見込み，収支見込み，収益の処分方法

など］ 
■自主事業計画に対応する自主事業収支計画書（様式第５－１号，第５－２号）を作成してください。 

 

 

 

２ 収支計画 

（１）適切な収支の算定［経済性］ 

① 収支計画   ② 指定管理料 

■収支計画書（様式第６－１号，第６－２号）に，年度（令和８～１２年度）ごとの収支（指定管理料の

提案を含む）と，５年間の収支総額を記入してください。 
■経費縮減のための具体的計画，利用料金の設定予定及び指定管理業務の執行により生じた収益の処分の

考え方についても，ご提案ください。 
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様式第４号 

自主事業計画書 

事業名 事業内容 
実施時期 

及び回数 
備考 

①     

②     

③     

④     

⑤     

 

 
目的外自主事業  

事業名 事業内容 実施時期 備考 

①     

②     

③     

 

 ※ 自主事業について，その計画等を記入してください。 
 ※ 目的，内容，実施時期や回数，利用見込み，収支見込み，収益の処分方法など，別途詳細な自主

事業企画書を提出してください。 
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様式第５－１号 

 

令和○年度 自主事業収支計画書 

 

１ 自主事業収入 （単位：千円） 

収入科目 金額 積算内容 

   

   

   

収入合計 

Ａ 
  

 

２ 自主事業支出 （単位：千円） 

支出科目 金額 積算内容 

行政財産 

目的外使用料 
  

   

   

   

   

支出合計 

Ｂ 
  

 

３ 自主事業収支差額 （単位：千円） 

収入－支出 

（Ａ－Ｂ） 
 

 

 ※ 科目は必要に応じて追加，修正してください。 

 ※ 年度ごとにこの様式を作成してください。 
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様式第５－２号 

 

令和８年度～令和１２年度 自主事業収支計画書 

 

１ 自主事業収入 （単位：千円） 

収入科目 金額 積算内容 

   

   

   

収入合計 

Ａ 
  

 

２ 自主事業支出 （単位：千円） 

支出科目 金額 積算内容 

使用料   

利用料金   

   

   

   

支出合計 

Ｂ 
  

 

３ 自主事業収支差額 （単位：千円） 

収入－支出 

（Ａ－Ｂ） 
 

 

 ※ 科目は必要に応じて追加，修正してください。 
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様式第６－１号 

 

令和○年度 収支計画書 

 

１ 収入 （単位：千円） 

収入科目 金額 積算内容 

指定管理料   

利用料金   

自主事業収入 

からの繰入金 
 自主事業収支差額 

収入合計   

 

２ 支出 （単位：千円） 

支出科目 金額 積算内容 

○○費   

○○費   

○○費   

○○費   

○○費   

支出合計   

 ※ 科目は必要に応じて追加，修正してください。 

 ※ 年度ごとにこの様式を作成してください。 

 ※ ｢２ 支出｣には，自主事業に係る経費を計上しないでください。

（別途，自主事業収支計画書あり。） 
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様式第６－２号 

 

令和８年度～令和１２年度 収支計画書 

 

１ 収入 （単位：千円） 

収入科目 金額 積算内容 

指定管理料   

利用料金   

自主事業収入 

からの繰入金 
 自主事業収支差額 

収入合計   

 

２ 支出 （単位：千円） 

支出科目 金額 積算内容 

○○費   

○○費   

○○費   

○○費   

○○費   

支出合計   

 

 ※ 科目は必要に応じて追加，修正してください。 

 ※ ｢２ 支出｣には，自主事業に係る経費を計上しないでください。

（別途，自主事業収支計画書あり。） 
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様式第７号 

職員配置計画書 

施設名称  

法人(団体)名称  

配置職員の職名（職種） 人数 
（内  訳） 

資格の有無 
うち確保

済み人数 常勤 非常勤 

① △▽長      

②       

③       

④       

⑤       

⑥       

⑦       

⑧       

合  計     

★ 配置職員の考え方について（上記番号に対応） 

① △▽長 

②  

③  

④  

⑤  

⑥  

⑦  

⑧  

※ 事業計画書の勤務ローテーションと配置人数を一致させてください。 
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様式第８号 
 
岡山市 保健福祉局 健康衛生部 保健管理課 宛 

電話：０８６－８０３－１２５１ 
FAX：０８６－８０３－１７５６ 
電子メール：hokenkanrika@city.okayama.lg.jp 

 
※FAX 又は電子メール送付後は，お手数ですが受取確認のため上記電話までご連

絡ください。 
 

応募者説明・現地見学会参加申込書 

 

 障害者生活支援センター指定管理者応募者説明・現地見学会へ参加を申し込みます。 

 

  日時：令和７年９月１１日（木）午前１０時３０分から 

  場所：岡山市北区建部町福渡８３４番地２ 

住   所  

法人(団体)名称  

連 絡 先  

参 加 者 

役職・氏名 

役職： 氏名： 

役職： 氏名： 

役職： 氏名： 
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様式第９号 
 
岡山市 保健福祉局 健康衛生部 保健管理課 宛 

電話：０８６－８０３－１２５１ 
FAX：０８６－８０３－１７５６ 
電子メール：hokenkanrika@city.okayama.lg.jp 

 
※FAX 又は電子メール送付後は，お手数ですが受取確認のため上記電話までご連

絡ください。 
 

質 問 書 

令和  年  月  日 
 
法人(団体)名：                    担当者名：           

 
電話：          ＦＡＸ：           

 
件名：障害者生活支援センター指定管理者指定申請 

 

 次の事項について，回答願います。 

項目 質問事項 備考 

   

   

   

   

 
 ※ 様式は任意です。 

 ※ 質問書の受付は，令和７年９月１８日(木) 必着とします。 
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様式第１０号 
 

令和  年  月  日 
 
 岡山市長 様 
 （届出先：保健福祉局健康衛生部保健管理課） 
 
               申請者  所 在 地 
                    法人（団体）名 
                    代表者名               ○印  
 

応募辞退届 

 
   年  月  日付けで障害者生活支援センター指定管理者指定申請書を提出しました

が，以下の理由により辞退しますので届け出ます。 

 

法人（団体）の

名称 

 
 
 

辞退する理由 

 
 
 
 
 
 

担当者 

 
氏名 
 
所属 
役職名 
 
所在地 
 
電話 
ＦＡＸ 
電子メール 
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